
農業農村整備事業

農業競争力強化基盤整備事業（公共）

【６６，７３１（５７，９９９）百万円】

対策のポイント

農業競争力強化を図るため、農地の大区画化や汎用化、農業水利施設の長
寿命化やパイプライン化・ICT化等の整備を行い、農地中間管理機構による担
い手への農地集積・集約化や農業の高付加価値化、高収益作物の導入、水利
用の効率化・水管理の省力化等を推進します。

＜背景／課題＞

・我が国農業の競争力を強化するためには、農地中間管理機構による担い手への農地

集積・集約化や農業の高付加価値化等を推進することが重要です。

・また、老朽化した旧来の水利システムでは、水管理労力が重荷となり、担い手への農

地集積に支障が生じています。

・このため、農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化や農業の高付加価値

化、高収益作物の導入などの政策課題に応じた整備を行うとともに、老朽施設の機能

診断・補修や水路のパイプライン化・ICT化等の保全・高度化整備等を実施し、水利

用の効率化・水管理の省力化、水利施設の安全性の向上により、農業の競争力を強化

することが必要です。

政策目標
○担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８割
となるよう農地集積を推進

○基盤整備完了区域（水田）における作付面積（主食用米を除く）に占める
高収益作物の割合
（約２割（平成27年度）→ 約３割以上（平成32年度））

担い手への農地集積・集約化を更に加速化するため、改正土地改良法を踏まえ、新た

に農地中間管理機構関連農地整備事業を創設します。

また、現行の事業体系を見直し、農業競争力強化農地整備事業と水利施設等保全高度

化事業の２つの事業に整理統合します。

＜主な内容＞

１．農地中間管理機構関連農地整備事業（新規）

農地中間管理機構が借り入れている農地について、農業者の申請・同意・費用負担

によらず、都道府県が農地の大区画化等の基盤整備を実施します。

２．農業競争力強化農地整備事業

農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化に取り組む地区、農業の高付

加価値化に取り組む地区等を対象として、農地の整備等を実施します。

３．水利施設等保全高度化事業（新規）

農業の高付加価値化や担い手への農地集積・集約化、水管理労力の省力化に取り

組む地区を対象として、農業水利施設の整備等を実施します。

［平成30年度予算の概要］
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農業競争力強化基盤整備事業のうち

農地中間管理機構関連農地整備事業［新規］
【６６，７３１（５７，９９９）百万円の内数】

対策のポイント
担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、農地中間管理機構が借

り入れている農地について、農業者の申請・同意・費用負担によらず、都道
府県が実施する基盤整備を推進します。

＜背景／課題＞
・今後、高齢化の進行に伴い、農地中間管理機構への貸付けが増加することが見込まれ

る中で、基盤整備が十分に行われていない農地については、担い手が借り受けないお
それがあります。

・一方、農地中間管理機構に貸し付けた所有者は基盤整備のための費用を負担する用意
はなく、このままでは基盤整備が滞り、結果として、担い手への農地の集積・集約化
が進まなくなる可能性があります。

・このため、農地中間管理機構が借り入れている農地について、農業者の申請・同意・
費用負担によらず、都道府県が実施する基盤整備を推進します。

政策目標
担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８割

となるよう農地集積を推進

＜主な内容＞
１．農地整備

担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、農地中間管理機構が借り入れ
ている農地について、区画整理等を実施します。
【対象工種】

・区画整理、農用地造成
【主な附帯事業】

・機構集積推進事業（推進費）
基盤整備と一体的に農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化を

推進するため、事業費の12.5％等を交付（全額国費）
【主な採択要件】

・事業対象農地の全てについて、農地中間管理権が設定されていること
・事業対象農地面積：10ha以上（中山間地域等は５ha以上）

（事業対象農地を構成する各団地は１ha以上（中山間地域等は0.5ha以上）の連
坦化した農地）

・農地中間管理権の設定期間が、事業計画の公告日から15年間以上あること
・事業対象農地の８割以上を事業完了後５年以内に担い手に集団化（機構の方針

として設定）
・事業実施地域の収益性が事業完了後５年以内（果樹は10年以内）に20％以上向

上 等

２．実施計画策定等
農地整備に必要な実施計画の策定等を実施します。

補助率：定額、１／２等

事業実施主体：都道府県等

［お問い合わせ先：農村振興局農地資源課 （０３－６７４４－２２０８）］

［平成30年度予算の概要］
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農業競争力強化基盤整備事業のうち

農業競争力強化農地整備事業（公共）
【６６，７３１（５７，９９９）百万円の内数】

対策のポイント
農地の大区画化や排水対策等を実施し、農地中間管理機構による担い手へ

の農地集積・集約化や農業の高付加価値化等を推進します。

＜主な内容＞
農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化に取り組む地区、農業の高付

加価値化に取り組む地区等を対象として、農地の整備等を実施します。

１．農地整備事業
【対象工種】

・区画整理、暗渠排水、土層改良、農業用用排水施設整備 等
【採択要件】

・受益面積：20ha以上(中山間地域等は10ha以上）
・担い手への農地集積率50％以上 等

【主な附帯事業】
・調査・調整事業

土地利用調整活動、関係農家の意向調査活動等に対する支援
・中心経営体農地集積促進事業（促進費）

農地整備事業の実施地区において、事業完了後の中心経営体への農地集積率に
応じて最大で事業費の12.5％を交付

補助率：１／２等
事業実施主体：都道府県等

２．草地畜産基盤整備事業
【対象工種】

・草地の区画整理、暗渠排水 等
【採択要件】

・受益面積:200ha以上(中山間地域は100ha以上) 等
補助率：１／２等

事業実施主体：都道府県等

３．農業基盤整備促進事業
①きめ細かな基盤整備［定率助成］

・暗渠排水、土層改良、区画整理、農作業道等の整備、調査・調整 等
②農業者の自力施工を活用した簡易な整備［定額助成］

・田・畑の簡易な区画拡大、標準的な暗渠排水（本暗渠管の間隔10m以下）、湧水
処理、末端畑地かんがい施設整備、客土（層厚10cm以上）、除礫（深度30cm以上）

【採択要件】
・総事業費200万円以上、受益者数２者以上、受益面積５ha以上 等

補助率：定額、１／２等
事業実施主体：都道府県、市町村、土地改良区、農地中間管理機構等

４．低コスト農地整備推進実証事業
情報化施工の効果の把握、課題の抽出や、情報化施工のデータや設備を営農に活

用するために必要となる取組、情報化施工の横展開を図る手法の検討等を支援

補助率：定額
事業実施主体：都道府県、民間団体

お問い合わせ先：
１、３、４の事業 農村振興局農地資源課 （０３－６７４４－２２０８）

２の事業 生 産 局 飼 料 課 （０３－６７４４－２３９９）

［平成30年度予算の概要］
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５
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＋
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＋
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５
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５
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５
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５
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５
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．
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な
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整
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（
定
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助
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②
整
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済
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農
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（
定
額
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農
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業
道
の
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大
前

畦
畔
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画
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中
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約
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的
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、
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２
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携
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排
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、
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．
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．
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２
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／
２
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外

部
監
査

等
・
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低コスト農地整備推進実証事業

○助成内容
・情報化施工の効果の把握や課題の抽出、

営農面への活用等の調査・検討に要する
経費

・情報化施工によるデータや設備を営農に活
用するために必要な経費
（ＧＮＳＳアンテナ網や附帯設備（ＧＮＳＳ対応

の自動制御機のリース）の試験導入など）

【 限度額：10,000千円／地区 】

○助成内容
・情報化施工の実施に対する指導・助言に要

する経費

・都道府県の調査・検討結果等の分析・整理、
効果の検証に要する経費

・横展開を図る手法の検討及び成果のとりま
とめに要する経費

【 限度額：20,000千円 】

②：情報化施工の実施に対する指導・
助言、横展開を図る手法の検討

①：情報化施工の効果や課題の
調査、営農への活用

指導・助言

データ等
の共有

○ 情報化施工の取組面積を５ha以上とし、対照区として同面積の通
常施工区域を設けること

※ 対象とする情報化施工は、GNSS（GPS）による３Ｄ測位データを施工機械の制御に活用する区画整理等の工種

※ GNSS（Global Navigation Satellite System）とは、米国のGPS、ロシアのGLONASS、欧州のGalileo、日本の準天頂衛星（QZSS）
など、それぞれの国や地域が構築している測位衛星とそれらを補完する静止衛星システムの総称

１．事業内容

３．実施要件

○ 都道府県営農業競争力強化基盤整備事業を実施中の区域内であ
ること

２．実施主体

①については、
都道府県

②については、
民間団体

農地整備事業の受益面積

○ 情報化施工を５ha実施する場合のイメージ

情報化施工区域

５ha

通常施工区域

５ha

通常施工

実証の対象区域

情報化施工

GPS
アンテナ

GPS
アンテナ

営農にも活用

○ ＩＣＴを活用する情報化施工は、高効率・高精度な施工を実現するものであり、作業員の高齢化や人員不足等
への対応も踏まえ、農業農村整備事業においても積極的に実施していくことが必要。

○ 都道府県が行う農地整備事業において情報化施工をモデル的に実施し、その効果を実証するとともに、課題
等を分析・整理した上で、普及・推進方法等の検討を行い、低コスト農地整備の実現に向けた取組を推進。

○ 本事業で導入した情報化施工によるデータや設備を営農等に活用
し、そのデータ等の提供を３年以上継続すること
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農業競争力強化基盤整備事業のうち

水利施設等保全高度化事業（公共）[新規]
【６６，７３１（５７，９９９）百万円の内数】

対策のポイント
農業水利施設の整備や長寿命化対策に加え、畑地化・汎用化やパイプライ

ン化・ICT化等による水利用の効率化・水管理の省力化に向けた整備等を行
い、農業の高付加価値化や高収益作物の導入、担い手への農地集積・集約化
等を推進します。

＜主な内容＞（ ）下線部は拡充内容

農業の高付加価値化、担い手への農地集積・集約化、水管理の省力化に取り組む地

なお、一般型、特別型区を対象として、以下の農業水利施設等の整備を実施します。

においては、農村地域防災減災事業の事業メニューを併せ行うことが可能です。

１．一般型
基幹水利施設の整備や長寿命化のための補修･補強等を実施します。

【主な採択要件】

受益面積:200ha（末端支配面積は100ha）以上 等

補助率：１／２等

事業実施主体：都道府県

２．特別型
①高収益作物を導入した営農体系への転換に必要な畑地化・汎用化、②農地集積・

集約化に資するパイプライン化やICT化による徹底した水管理の省力化、③畑地帯に

おける総合的な整備、等を実施します。

【主な採択要件】

受益面積:20ha（中山間地域は10ha）以上 等

【主な附帯事業】

・産地形成推進事業（①の場合に限る）

高収益作物の作付面積増加割合に応じて事業費の最大12.5％を交付

・農地集積促進事業（②、③の場合に限る）

中心経営体への農地集積率、集約化率に応じて事業費の最大12.5％を交付

補助率：１／２等

事業実施主体：都道府県等

３．簡易整備型
簡易な農業水利施設等の整備を実施し、水管理・維持管理の省力化を図ります。

【主な採択要件】

・受益面積:５ha以上 等

補助率：１／２等

事業実施主体：都道府県、市町村、土地改良区等

４．実施計画策定事業
施設を効率的に活用するための調査・計画策定等を支援します。

補助率：１／２、定額等

事業実施主体：都道府県、市町村、土地改良区等

採択期間：平成30年度まで

［お問い合わせ先 農村振興局水資源課 （０３－３５０２－６２４６ ］）

［平成30年度予算の概要］
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8
5
％

以
上

8
.5

％
＋

1
.9

％
（計

10
.4

％
）

8
.5

％
＋

4
.0

％
（計

12
.5

％
）

7
5
～

8
5
％

7
.5

％
＋

1
.6

％
（計

9.
1
％

）
7
.5

％
＋

3
.0

％
（計

10
.5

％
）

6
5
～

7
5
％

6
.5

％
＋

1
.3

％
（計

7.
8
％

）
6
.5

％
＋

2
.0

％
（計

8.
5
％

）

5
5
～

6
5
％

5
.5

％
＋

1
.0

％
（計

6.
5
％

）
5
.5

％
＋

1
.0

％
（計

6.
5
％

）

○
中

心
経

営
体

農
地

集
積

促
進

事
業

※
1
 国

営
水

利
シ

ス
テ

ム
再

編
事

業
(農

地
集

積
促

進
型

）
※

2
中

心
経

営
体

に
集

積
す

る
農

地
面

積
の

8
0

％
以

上
を

集
約

化
（
面

的
集

積
）
す

る
場

合

○
産

地
形

成
促

進
事

業

＜
産

地
収

益
力

向
上

型
＞
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農業農村整備事業

農村地域防災減災事業（公共）
【５０，８２７（５０，８２７）百万円】

対策のポイント
地震・集中豪雨等による災害を防止し、農村地域の防災力の向上を図るため

の総合的な防災・減災対策を実施します。

＜背景／課題＞

・安定的な農業経営や安全・安心な農村生活を実現するためには、農業用施設の整備状

況や利用状況等を把握し、農村地域全体における災害対策上の課題を整理した上で、

地域の実情に即した整備を実施することが重要です。

・また、全国各地で発生するおそれのある多様な災害に対して、緊急性や重要性の観点

から優先度に応じて事業を推進する必要があります。

・このため、総合的な防災減災計画に基づき対策を実施し、効果的に農業生産の維持や

農業経営の安定、環境保全を図り、災害に強い農村づくりを推進します。

政策目標
○湛水被害等が防止される農地及び周辺地域の面積

（農地及び周辺地域の面積 約34万ha（うち農地面積 約28万ha）（平成32年度））

○ハザードマップ等ソフト対策を実施した防災重点ため池の割合

（約５割（平成27年度）→ 10割（平成32年度））

＜主な内容＞（下線部は平成30年度予算における拡充内容）

１．防災・減災対策にかかる計画の策定（調査計画事業）

農村地域の防災・減災対策にかかる計画の策定とそのために必要な耐震性等の調

査、地域排水機能強化計画の策定 等（二次災害が想定される施設の調査計画につい

ては定額助成（平成30年度まで））

２．農業用施設等の整備（整備事業）

自然的、社会的要因で生じた農業用施設等の機能低下の回復や災害の未然防止を図

るための整備（ため池整備（防災重点ため池の豪雨対策・地震対策、長寿命化対策、

廃止等）、湛水防除、地盤沈下対策、石綿管対策、地すべり対策、農村防災施設の整

備、地域防災機能の増進）、防災機能を維持するための長寿命化対策の実施 等

３．ため池の管理体制の強化（体制整備事業）

ため池における災害の発生を未然に防止するために必要な監視・管理体制の強化、

緊急的な防災対策、二次被害が想定されるため池の廃止、整備を進めるために行う権

利関係の調整 等

補助率：１／２、55％、定額等

事業実施主体：都道府県、市町村、土地改良区等

［お問い合わせ先：農村振興局防災課 （０３－６７４４－２２１０）］

［平成30年度予算の概要］
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農
村

地
域

防
災

減
災

事
業

（
拡

充
）

・
都
道
府
県

・
市
町
村

・
土
地
改
良
区
等

１
．
事

業
内

容

２
．
実

施
要

件
３
．
実

施
主

体

①
計

画
の

策
定

（
調

査
計

画
事

業
）

耐
震
照
査
、
計
画
策
定
、
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成

な
ど

【
補

助
率

】
1
/
2
、
定

額
（
平

成
3
0
年

度
ま
で
）

①
農
村
地
域
防
災
減
災
総
合
計
画
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
こ
と

な
ど

②
た
め
池

整
備

は
受

益
面

積
２
h
a以

上
か

つ
総

事
業

費
8
0
0
万

円
以

上
、
湛

水
防

除
は

受
益

面
積

3
0
h
a以

上
か

つ
総

事
業

費
5
,0
0
0
万

円
以

上
、

土
地
改
良
施
設
の
耐
震
対
策
は
総
事
業
費
8
0
0
万
円
以
上
あ
る
い
は
防
災
受
益
面
積
3
0
h
a以

上
な
ど

③
防
災
重
点
た
め
池
か
つ
受
益
面
積
２
h
a以

上
で
、
整
備
事
業
の
実
施
地
区
又
は
整
備
計
画
を
策
定
す
る
見
込
み
が
あ
る
こ
と

な
ど

②
農
業

用
施

設
等

の
整

備
（
整

備
事

業
）

た
め
池

整
備

（
豪

雨
・
地

震
対

策
、
長

寿
命

化
対

策
等

）
、
湛

水
防

除
、
地

す
べ

り
対

策
な
ど

【
補

助
率

】
1
/
2
、
5
5
％

等

○
農

村
地

域
の

総
合

的
な
防

災
減

災
計

画
に
基

づ
き
、
優

先
順

位
に
応

じ
て
各

種
防

災
・
減

災
対

策
を
一

体
的

に
推

進
。

○
た
め
池

の
豪

雨
・
地

震
対

策
を
着

実
に
進

め
る
一

方
で
、
施

設
長

寿
命

化
計

画
に
基

づ
く
長

寿
命

化
対

策
や

使
わ
れ

な
く
な
っ
た
た
め
池
の

廃
止

な
ど
を
組

み
合

せ
る
こ
と
に
よ
り
、
計

画
的

な
取

組
を
促

進
。

○
農
業
用
用
排
水
施
設
や
農
道
を
補
強

す
る
な
ど
し
て
、
災

害
に
対

す
る
脆

弱
性

を
補

う
こ
と
に
よ
り
、
地

域
の

防
災

機
能

を
増

進
。

調
査
計
画

・
耐

震
照

査
、
計

画
策

定
・
地
域
排
水
機
能
強
化
計

画
の
策
定

・
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成

た
め
池

整
備

・
た
め
池
の
整
備
（
豪
雨
・
地
震
対

策
、
長

寿
命

化
対

策
等

）
・
た
め
池
群
の
整
備

・
た
め
池

の
廃

止
、
し
ゅ
ん
せ

つ
・
監
視
・
管
理
体
制
の
強
化

等

用
排
水
施
設
整
備

・
湛
水
を
防
止
す
る
た
め
の

排
水
機
場
等
の
整
備

・
地
盤
沈
下
対
策

農
業

用
河

川
工

作
物

応
急

対
策

・
河
川
工
作
物
（
頭
首
工

等
）
の
補
強
・
撤
去

農
地
保
全
整
備

・
農
地
侵
食
防
止
の
た
め

の
排
水
施
設
等
の
整
備

水
質
保
全
整
備

・
用
排
水
路
の
分
離

・
水
質
浄
化
施
設
の
設
置

農
村

防
災

施
設

整
備

・
避

難
路

、
避

難
施

設
、
安

全
施
設
の
整
備

等

公
害
防

除
対

策
・
客

土
、
排

土
、
区

画
整

理

長
寿
命
化
対
策

・
長
寿
命
化
計
画
策
定

・
施
設
の
補
修
・
補
強

総
合

的
な
防

災
減

災
計

画
に
基

づ
き
、
優

先
順

位
に
応

じ
て
以

下
の

防
災

・
減

災
対

策
を
推

進

改
修
前

改
修
後

た
め
池
堤
体
の
調
査

→

下
線

部
は

平
成

3
0
年
度

予
算
に
お
け
る
拡

充
内

容

③
た
め
池
の
管
理
体
制
の
強
化

（
体
制
整
備
事
業
）

た
め
池

の
監

視
・
管

理
体

制
の

強
化

、
二

次
被

害
が
想
定
さ
れ
る
た
め
池
の
廃
止

な
ど

【
補

助
率

】
1
/
2
、
5
5
％

、
定

額

技
術
習
得
の
研
修

○
施

設
長

寿
命

化
計

画
（
個

別
施

設
計

画
）
に
基

づ
く
た
め
池

の
長

寿
命

化
対

策
を
追

加
。

○
土

地
改

良
施

設
の
補

強
等

を
行

う
事

業
を
「
地

域
防

災
機

能
増

進
事

業
」
と
し
て
再

編
・
整

理
し
、

農
道

の
防

災
対

策
を
新

た
に
追

加
。

○
地

域
の
実

情
を
踏
ま
え
、
地

盤
沈

下
対

策
事

業
の
要

件
を
拡

充
。

○
使

わ
れ

な
く
な
っ
た
た
め
池

の
廃

止
等

を
支

援
す

る
事

業
の
期

限
延

長
（
平
成

3
4
年
度

ま
で
）
。

防
災

ダ
ム
整

備
・
洪
水
調
節
の
た
め
の

ダ
ム
の
改
修
等

地
す
べ
り
対
策

・
地
す
べ
り
防
止
施
設

の
整
備

拡 充 拡 充

石
綿
管
対
策

・
石
綿
管
の
撤
去
・
交

換

地
域

防
災

機
能

増
進

耐
震

対
策

・
耐
震
性
向
上
の
た

め
の
施
設
整
備

豪
雨

対
策

・
総
合
的
な
地
域
排

水
機
能
の
強
化

農
道

の
防

災
対

策
・
農
道
橋
等
の
耐
震
対
策
、
防

災
上
危
険
な
箇
所
の
整
備
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農
村

地
域

防
災

減
災

事
業

の
拡

充
の
ポ
イ
ン
ト

事
業

内
容

の
拡

充
抜

本
的

な
対

策
の
実

施
の
順

番
を
待

つ
た
め
池

の
小

さ
な
変

状
を
把

握
し
、
応

急
対

策
や
予

防
保

全
対

策
を
施

す
た
め
、
『
た
め
池

整
備

事
業

』
に
お
い
て
、

施
設

長
寿

命
化

計
画

（
個

別
施

設
計

画
）
に
基

づ
い

て
適

切
な
管

理
が
行

わ
れ

て
い
る
た
め
池

の
長

寿
命

化
を
図

る
こ
と
を
目

的
と
し
て
実

施
さ
れ

る
補

修
や
部

分
改

修
等

を
支

援
す
る
「
た
め
池

長
寿

命
化

工
事

」
を
追

加
し
て
い
ま
す
。

定
額

助
成

の
期

限
延

長
使

わ
れ

な
く
な
っ
た
た
め
池

を
廃

止
す
る
「
地

域
防

災
上

の
リ
ス
ク
除

去
」
と
、
所

有
者

を
確

定
す
る
た
め

の
相

続
関

係
の
調

査
等

を
行

う
「
ハ
ー

ド
整

備
の
着

手
促

進
」
の
事

業
メ
ニ
ュ
ー
に
つ
い
て
、
平

成
3
4
年

度
ま
で
５
年
間
の
期
限
延
長
し
ま
す
。

事
業

メ
ニ
ュ
ー
の
再

編
・
整

理
地

域
の
防

災
機

能
を
増

進
さ
せ
る
こ
と
を
目

的
と
し

て
土

地
改

良
施

設
の
補

強
等

を
行

う
「
土

地
改

良
施

設
耐

震
対

策
事

業
」
及

び
「
土

地
改

良
施

設
豪

雨
対

策
事

業
」
を
、
新

た
に
創

設
す
る
『
地

域
防

災
機

能
増

進
事

業
』
の
事

業
メ
ニ
ュ
ー
と
し
て
再

編
・
整

理
す
る
こ

と
に
よ
り
、
よ
り
使

い
や
す
く
、
わ
か
り
や
す
い
制

度
と
な

る
よ
う
に
体

系
を
見

直
し
ま
す
（
実

施
で
き
る
事

業
の

内
容
に
つ
い
て
は
変
更
等
は
あ
り
ま
せ
ん
）。

ま
た
、
平

成
2
9
年

９
月

の
改

正
土

地
改

良
法

の
施

行
を
踏

ま
え

「
土

地
改

良
施

設
耐

震
対

策
事

業
」
を

農
業

者
か
ら
の
申

請
に
よ
ら
ず
、
地

方
公

共
団

体
が

自
ら
事

業
を
実

施
で
き
る
仕

組
み
を
活

用
で
き
る
よ
う

法
に
位

置
付

け
ま
す
。

更
新

整
備

に
お
け
る
前

歴
事

業
の
要

件
の
拡

充
『
用

排
水

施
設

等
整

備
事

業
』
の
「
地

盤
沈

下
対

策
事

業
」
で
更

新
整

備
を
行

う
際

の
前

歴
事

業
の
要

件
を
拡

充
し
、
昭

和
5
0
年

度
以

前
に
事

業
着

手
し
、
地

盤
沈

下
対

策
と
し
て
整

備
さ
れ

た
施

設
も
、
一

定
の

条
件
を
満
た
す
場
合
は
対
象
に
追
加
し
ま
す
。

た
め
池

の
防

災
減

災
対

策
の
促

進

農
道

防
災

対
策

の
拡

充
農

道
橋

な
ど
の
耐

震
対

策
に
つ
い
て
は
、
現

行
の

「
土

地
改

良
施

設
耐

震
対

策
事

業
」
と
は
切

り
分

け
、

新
た
に
「
農

道
防

災
対

策
工

事
」
と
し
て
、
『
地

域
防

災
機

能
増

進
事

業
』
の
事

業
メ
ニ
ュ
ー
の
ひ
と
つ
に
位

置
付

け
ま
す
。

ま
た
、
耐

震
対

策
に
加

え
、
防

災
上

の
観

点
か
ら
必

要
な
危

険
箇

所
の
整

備
を
実

施
で
き
る
よ
う
に
事

業
内
容
を
拡
充
し
ま
す
。

地
域

防
災

機
能

の
増

進
実

態
を
踏

ま
え
た
要

件
の
適

正
化

た
め
池

長
寿

命
化

工
事
の
要
件

施
設

長
寿

命
化

計
画

（
個

別
施

設
計

画
）
が
策

定
さ

れ
て
お
り
、
か
つ
、
受

益
面

積
が
お
お
む
ね

２
ha
以

上
の
も
の
（
事

業
費

要
件

は
な
し
）
。

関
係

す
る
事

業
制

度
の
充

実

農
業

の
持

続
的

な
発

展
を
後

押
し
す
る
た
め
、
農

業
生

産
活

動
の
基

盤
と
な
る
農

業
水

利
施

設
の
機

能
の

安
定

的
な
発

揮
に
必

要
な
長

寿
命

化
対

策
や
防

災
減

災
対

策
を
機

動
的

か
つ
効

率
的

に
推

進
し
ま
す
。

地
域

防
災

上
の
リ
ス
ク
除

去
の
要
件

○
施

設
が
決

壊
し
た
場

合
に
下

流
の
人

家
や
公

共
施

設
等

へ
影

響
を
与

え
る
お
そ
れ

が
あ
る
等

の
た

め
池

で
、
想

定
被

害
額

（
農

外
）
が
5
0
0
万

円
以

上
の
も
の

○
代

替
と
な
る
水

路
等

の
施

設
整

備
を
伴

う
も
の

○
堤
体
の
所
有
者
が
地
方
公
共
団
体
で
な
い
も
の

農
道

防
災

対
策
工
事

の
要

件
農

道
防

災
対

策
の
必

要
性

が
整

理
さ
れ

て
お
り
、
か

つ
、
次

の
い
ず
れ
か
に
該

当
す
る
も
の

①
総

事
業

費
が
お
お
む
ね
8
0
0
万

円
以

上
の
も
の

②
防

災
受

益
面

積
が
お
お
む
ね
3
0
ha
以

上
の
も
の

た
め
池

長
寿

命
化

工
事

た
め
池

緊
急

防
災

体
制

整
備

促
進

事
業

地
域

防
災

機
能

増
進

事
業

地
盤

沈
下

対
策

事
業

農
業

水
路

等
長

寿
命

化
・
防

災
減

災
事

業

事
業

メ
ニ
ュ
ー
の
移

行
新

設
さ
れ

る
『
農

業
水

路
等

長
寿

命
化

・
防

災
減

災
事

業
』
に
事

業
メ
ニ
ュ
ー
を
移

行
し
ま
す
（
平

成
3
0

年
度

は
継

続
地

区
の
み
農

村
地

域
防

災
減

災
事

業
で
実
施
）。

農
業

用
施

設
等

災
害

管
理

対
策

事
業

農
業

水
路

等
長

寿
命

化
・
防

災
減

災
事

業
の
要

件
長

寿
命

化
・
防

災
減

災
整
備

計
画

に
基

づ
い
て
実

施
さ
れ

る
も
の
で
、
総

事
業

費
2
0
0
万

円
以

上
、
受

益
者

数
２
者

以
上

、
事

業
期

間
３
年

以
内

（
機

能
を
一

層
発

揮
さ
せ

る
た
め
の
対

策
に
つ
い
て
は
、
事

業
期

間
１
年

以
内

）
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農業農村整備事業

土地改良施設維持管理適正化事業（公共）

【３，３１２（３，３１２）百万円】

対策のポイント

農業水利施設の定期的な整備補修等に対し国が助成することによって、社

会的資産である施設の管理の適正化を図ります。

＜背景／課題＞

・農業水利施設については、その機能を最も効率的かつ経済的に維持するため、既存の

施設の有効活用・長寿命化とともに、効率的な更新整備や保全管理の充実を図ること

が必要です。

・土地改良施設維持管理適正化事業は、土地改良区等施設管理者が定期的な整備補修を

行うこととして、一定期間資金を拠出しあって対象施設の整備補修を実施するもので

す。

政策目標

農業水利施設に対する管理意識の昂揚を図りつつ、適期的確な整備補修に

よる施設の機能の保持と耐用年数を確保

＜主な内容＞（下線部は拡充内容）

農業水利施設の機能の保持等のため必要となる整備補修の実施

（１）施設の機能保持のため必要となる整備補修(オーバーホール、塗装等)や高収益作

物の導入推進に資するための整備補修(水管理の高度化等)を実施します。

（２）予測し得ない事故や施設の老朽化等の理由により緊急に必要となる整備補修も実

施することができます（緊急整備補修）。

（３）農業用用排水施設への転落事故を防止するための安全管理施設（フェンス等）を

計画的に整備します（安全管理施設整備〔１地区当たり事業費100万円以上〕）。

事業実施主体：全国土地改良事業団体連合会

補助率：資金造成額の１／３（事業費の30％）

事業実施者：土地改良区、土地改良区連合等

［お問い合わせ先：農村振興局土地改良企画課 （０３－３５０２－６００６）］

［平成30年度予算の概要］
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実
施

主
体

土
地

改
良

施
設

維
持

管
理

適
正

化
事

業
（

施
設

改
善

対
策

事
業

）
の

拡
充

実
施
要
件

〇
こ
れ
ま
で
の
事
業

メ
ニ
ュ
ー
は

、
土

地
利
用
型
作
物

中
心

の
営

農
を
想

定

〇
今
後
、
高
収
益
作

物
の
導
入
の

推
進

を
目

指
す
担

い
手

や
農

業
者

の
ニ
ー

ズ
に
対
応
で
き
る
事

業
メ
ニ
ュ
ー
が
必
要

①
高
収
益
作
物
の
導
入
推
進
を
図
る
た
め
の
方
針
等
を
定
め
た
土
地
改
良
施
設
改
善
計
画
の
策
定

②
事
業
費
２
０
０
万
円
以
上

等

現
状
の
課

題
今
後
の

対
応

○
施
設
改
善
対
策
事
業
の
事
業
メ
ニ
ュ
ー
に
、
以
下
の
メ
ニ
ュ
ー
等
を
追
加

○
高
収
益
作
物
の
導
入
推
進
に
係
る
要
件
を
新
設

土
地

改
良

区
、

市
町
村
等

〇
水
田
地
域
に
お
い
て
、
こ
れ
ま
で
よ
り
高
収
益
な
作
物
を
導
入
し
、
産
地
形
成
を
図
る
た
め
に
は
、
徹
底
し
た
排
水
対
策
や
適
期
適
切

な
用
水
供
給
を
可
能
と
す
る
自
由
度
の
高
い
配
水
体
系
の
整
備
な
ど
、
生
産
基
盤
を
適
切
に
維
持
管
理
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

〇
こ
れ
ら
の
実
現
の
た
め
、
こ
れ
ま
で
の
事
業
メ
ニ
ュ
ー
に
高
収
益
作
物
の
導
入
推
進
に
資
す
る
整
備
補
修
（
水
管
理
の
高
度
化
な
ど
）

を
新
た
に
追
加

。

・
水

門
・
分

水
工
の

開
閉

を
自

動
化

・
電

動
化

し
、
担

い
手

や
農

業
者

の
水

需
要
に

迅
速

に
対

応
す
る
こ

と
が
可
能

〇
水

門
・
分
水
工
の
自

動
化

・
電
動
化

・
ポ
ン
プ
を
イ
ン
バ

ー
タ
方

式
へ

更
新

す
る
こ
と
に
よ

り
、
ポ
ン
プ
の

水
量

を
自

由
に
調

節
す
る
こ
と
が

可
能

と
な
り
、
時

期
や

作
物

に
応

じ
た
用

水
量

管
理

が
可

能

〇
ポ
ン
プ
の
イ
ン
バ
ー

タ
方
式
へ
の
更
新

〇
水

管
理

の
高

度
化

・
水
門
・
分
水
工
等
へ
水
位
計
や
簡
易
な

制
御

盤
を
整

備
す
る
こ
と
で
水

量
観

測
、
開

閉
を
遠

隔
操

作
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
担

い
手
の
水
需
要
へ
の
迅
速
な
対
応
が
可
能

水
量
・
水
需
要

ゲ
ー
ト
の

開
閉

〇
給

排
水

の
自

動
化

・
農

業
者

が
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等

に
よ
り

給
排

水
量

を
遠

隔
操

作
(ま

た
天
候
や

生
育

状
態

に
応

じ
て
給

排
水

量
を
自

動
制
御
)
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